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平成 28年 1月 22日 

 

旧同和対策事業対象地域の課題について 
―実態把握の結果及び専門委員の意見を踏まえて― 

 

 

大阪府府民文化部人権局 

 

１．はじめに 

 

(1)経緯 

平成 13 年９月の大阪府同和対策審議会答申「大阪府における今後の同和行政のあり

方について」（以下「平成 13 年答申」という。）及び平成 20 年２月の大阪府同和問題

解決推進審議会提言に基づき、大阪府は同和問題の解決に向けて一般施策による取組

みを進めてきている。 

 

旧同和対策事業対象地域1（以下「対象地域」という。）に見られる課題については、

平成 13 年答申において、特別措置としての同和対策事業により「かつての劣悪な状況

は大きく改善された」ものの、「進学率、中退問題など教育の課題、失業率の高さ、不

安定就労など労働の課題等が残されているとともに、府民の差別意識の解消が十分に

進んでおらず、部落差別事象も跡を絶たない状況である」と指摘されている。また、「住

民の転出入が多く、特に学歴の高い層や若年層が転出し、低所得層、母子世帯、障害

者など、行政上の施策等による自立支援を必要とする人びとが来住している動向がみ

られる。」とされている。 

 

 (2)実態把握の実施 

大阪府では、平成 13 年答申で指摘された、対象地域に見られる生活実態面の課題が

どのように推移しているのかを把握し、適切かつ効果的な一般施策の取組みを進めて

いくために、行政機関が福祉や教育等の様々な行政施策を実施する中で既に保有して

いるデータを集計・分析する「行政データを活用した実態把握」を平成 17 年度及び同

23 年度に対象地域が存在する市町2（以下「関係市町」という。）とともに実施した。 

その結果、対象地域では関係市町の全体と比較して生活保護受給率が高いこと、大

学進学率が低いことなど、依然として課題が見られることがわかった。 

 

しかし、平成 13 年答申で指摘された課題のうち、失業率の高さ、不安定就労など「労

働の課題」については、「行政データを活用した実態把握」では関連するデータがなく、

十分に把握できなかった。 

そこで、平成 22 年の国勢調査データを集計・分析し、行政データでは十分に把握で

                                                   
1 平成 13年度まで特別措置としての同和対策事業を実施してきた地域（平成 12年度に大阪府が実施

した「同和問題の解決に向けた実態等調査」の対象地域）。 
2  技術的理由等により、一部市町のデータが含まれていない。 
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きなかった課題の推移を把握することを目的として、「国勢調査を活用した実態把握」

を実施した。 

その結果として、対象地域では、大阪府全域と比較して非正規労働者の割合が高い

こと、完全失業者の割合が高いことなど、依然として課題が見られることがわかった。 

 

 (3)実態把握の結果に対する学識者の意見の聴取 

これらの実態把握の結果については、大阪府同和問題解決推進審議会において数次

にわたって報告してきたところである。 

実態把握の結果からは、対象地域等に見られる生活実態面の課題について、一定の

傾向を示すデータが把握できたが、今後の大阪府の取組みの参考とするために、これ

らのデータや対象地域の課題など、実態把握の結果をどのように捉えるべきかについ

て、同和問題や差別論を専門とする学識者を大阪府同和問題解決推進審議会の専門委

員に委嘱して幅広く意見を聴取した。 

 

 

  



3 

２．実態把握の概要及び専門委員からの意見聴取 

 

   大阪府が今回実施した実態把握及び専門委員からの意見聴取の概要は、次のとおり

である。 

 

(1)実態把握の概要 

 ①行政データを活用した実態把握 

大阪府及び関係市町が、福祉や教育等、様々な行政施策を実施する中で既に保有し

ているデータを活用して、以下に記載する項目について、平成 23 年度における対象

地域に係るデータと関係市町の全体のデータの集計を行ったものである。また、平成

12 年度に実施した実態等調査3（以下「平成 12 年調査」という。）及び平成 17 年度

に実施した「行政データを活用した実態把握」の結果等と比較・分析を行っている4。 

 

  【項目】 

   1）年齢階層別人口構造（男女別） 

   2）世帯の状況 

   3）住民税課税人口の状況 

   4）生活保護受給世帯の状況 

   5）障がい者手帳所持者の状況 

   6）福祉医療助成受給者の状況 

   7）介護保険制度 要介護認定者の状況 

   8）ホームヘルパー及びガイドヘルパー派遣世帯の状況 

   9）認可保育所入所児童の状況 

   10)乳幼児健診未受診児の状況 

   11)市町立中学校 進学等の状況 

   12)市町立小・中学校 長欠児童・生徒の状況 

   13)市町立小・中学校 就学援助利用の状況 

   14)府立高等学校 進学等の状況（※） 

   15)府立高等学校 中退の状況 （※） 

 

    （※）14）、15）の項目については、対象地域と府全体の状況を比較している。 

  

                                                   
3 平成 12年５月に、大阪府が実施した「同和問題の解決に向けた実態等調査（生活実態調査）」。対象

地域における満 15歳以上の者の中から、層化無作為抽出法により、調査対象者として 10,000人を抽

出し、調査・集計したもの。 
4 この調査結果については、平成 25年 2月に同和問題解決推進審議会で報告。 
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 ②国勢調査を活用した実態把握 

平成 22 年の国勢調査データを活用して、以下に記載する項目について、対象地域

に係る数値と大阪府全域に係る数値の集計及び分析を行ったものである。 

また、以下の項目のうち可能なものについて、平成 12 年調査の集計結果との経年

比較5を行っている。 

 

また、平成 13 年答申における「これまでの同和地区のさまざまな課題は同和地区

固有の課題としてとらえることが可能であったが、同和地区における人口流動化、と

りわけさまざまな課題を有する人びとの来住の結果、同和地区に現れる課題は、現代

社会が抱えるさまざまな課題と共通しており、それらが同和地区に集中的に現れてい

るとみることができる」との指摘について、生活実態面の課題の集中が対象地域以外

にも見られるのかどうかを検証するため、「基準該当地域」の考え方6を導入している
7。 

 

さらに、対象地域における生活課題の状況が住宅エリアや商工業エリアなどの地域

の状況によって異なるのかどうかについて把握するため、対象地域を都市計画法上の

区域区分、用途地域により９つに類型化し、大阪府全域と比較した。また、対象地域

の特徴を見るため、対象地域に隣接する地域のうち、対象地域と同じ地域類型となっ

ている地域を抽出し、それぞれ対象地域と比較している8。 

 

【項目】 

   1）人口・世帯の状況 

    1-1）世帯員の年齢構成 

    1-2）家族類型（経年比較） 

    1-3）世帯類型（経年比較） 

2）教育の状況 

    2-1）世帯員の学歴構成（経年比較）（男性）（女性）（年齢階層別） 

   3）労働の状況 

    3-1）労働力状態（経年比較） 

    3-2）労働力率（年齢階層別） 

    3-3）就業率（年齢階層別） 

    3-4）完全失業率（年齢階層別） 

    3-5）従業上の地位（経年比較）（年齢階層別・男性）（年齢階層別・女性） 

    3-6）職業構成（年齢階層別） 

 

                                                   
5 国勢調査は悉皆調査、平成 12年調査は抽出調査であり、調査方法が異なるため厳密な比較は困難で

あるが、おおよその傾向を見るため「経年比較」として示している。 
6 有識者の知見を得て６つの指標を設定し、いずれか３つ以上の指標に該当する地域を抽出し、合計し

たものを「基準該当地域」として対象地域と比較している。ｐ11及びｐ12参照。 
7 この段落までの内容については、第一次報告として平成 26年 9月に同和問題解決推進審議会で報告。 
8 この段落の内容については、第二次報告として平成 27年 2月に同和問題解決推進審議会で報告。 
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   4）住まいの状況 

    4-1）住宅の所有形態（経年比較） 

   5）移動者（転入者）の状況 

    5-1）移動者（転入者）の状況 

    5-2）現住地居住期間と世帯類型 

    5-3）現住地居住期間と学歴構成 

    5-4）現住地居住期間と従業上の地位 

    5-5）現住地居住期間と住宅の所有形態  
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 (2)専門委員からの意見聴取 

  ①専門委員の選任 

   大阪府同和問題解決推進審議会規則第４条9に基づき、同和問題や差別論に関する

学識者の中から、以下の４名を同審議会専門委員として委嘱し、実態把握の結果を

どのように捉えるべきかについて意見を聴取した。 

 

氏名 所属 

髙田 一宏   大阪大学大学院人間科学研究科准教授 

灘本 昌久 京都産業大学文化学部教授 

西田 芳正 大阪府立大学地域保健学域教育福祉学類教授 

三浦 耕吉郎 関西学院大学社会学部教授 

（50 音順・敬称略） 

  

②意見聴取の内容 

    以下の論点を設定し、それぞれの項目について意見聴取を実施した。 

 

  ≪論点≫ 

    人口の流動化が進み、「対象地域」を取り巻く状況が大きく変化する中で、今日に

おいて対象地域に生じている課題をどう捉えるべきか。 

 

  ≪実施日時及び内容≫ 

 年月日 項 目 備考 

第１回 平成 27 年６月 15 日 ・実態把握の結果の受け止め方 全体会合 

第２回 平成 27 年８月 11 日 

～24 日 

・今回の実態把握の評価 

・対象地域に課題が集中する要因 

・対象地域とそれ以外の地域における、

課題が集中する要因の違いの有無 

・対象地域における生活実態面の課題と

部落差別との関わり 

・専門委員が想定する地域、個人を特定

した調査 

・今日における対象地域の課題の捉え方 

個別に実

施 

第３回 平成27年10月27日 

～11 月６日 

・第 2 回聴取意見の確認 

・実態把握及び専門委員の意見を踏まえ

た取りまとめについて 

個別に実

施 

  

                                                   
9 規則第４条「審議会に、専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、専門委員若干人を置く

ことができる。」 
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３．実態把握の結果及び専門委員の意見から推認できること   

 

   「行政データを活用した実態把握」及び「国勢調査を活用した実態把握」の結果な

らびに専門委員から聴取した意見から、下記のことが推認できる。 

 

 

 

 

○対象地域で見られる課題の現れ方は多様であり、一括りにすることはできない。  

 

 

○対象地域と同様の課題の集中が、対象地域以外にも見られる。 

   

 

○対象地域で見られる課題は、必ずしも全てが部落差別の結果と捉えることはできない。 

 

 

 

 

具体的には次のとおりである。 
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対象地域で見られる課題の現れ方は多様であり、一括りにすることはできない。 

    

 

  ① 対象地域に依然として課題が見られる 

    国勢調査等を活用した実態把握の結果からは、対象地域に、大阪府全域と比べて

様々な点で依然として生活実態面の課題があることが確認できる。 

    例を挙げると、表１－１から、対象地域では大阪府全域と比べて、最終学歴が小・

中学校卒の割合が高い一方で、大学・大学院卒の割合が低い。また、対象地域では

完全失業者の割合及び非正規雇用比率は大阪府全域と比べて高いことがわかる。 

    表１－２から、対象地域では全体10に比べて住民税非課税人口の割合、生活保護受

給世帯の割合及び府立高校生の中退率が高く、大学・短大進学率が低くなっている。 

    なお、経年比較では、大学・短大進学率や中退率は改善傾向にある。また、対象

地域で数値が悪化した項目は全体でも悪化しており、対象地域で数値が改善した項

目は全体でも改善を示している。 

 

 表１－１ 対象地域における課題 ≪国勢調査（H22）による≫ 

指標 対象地域 大阪府全域 

最終学歴 

（小・中学校卒） 

男性 32.1％ 16.1％ 

女性 36.8％ 16.9％ 

最終学歴 

（大学・大学院卒） 

男性 13.3％ 31.1％ 

女性 5.2％ 13.1％ 

完全失業者の割合 

 

男性 10.7％ 6.7％ 

女性 4.6％ 3.1％ 

非正規雇用比率 男性 21.4％ 15.5％ 

女性 52.9％ 49.1％  

人口【参考】 全体 79,411 人 8,865,245 人 

 男性 38,917 人 4,285,566 人 

女性 40,494 人 4,579,679 人 

 

   表１－２ 対象地域における課題 ≪行政データによる≫ 

指標 対象地域 全体 

H12 H17 H23 H12 H17 H23 

住民税非課税人口割合11 54.6％ 71.7％ 62.3％ 41.4％ 60.9％ 43.7％ 

生活保護受給世帯割合 13.7％ 13.1％ 19.8％ 2.8％ 2.8％  5.9％ 

府立高校生の大学・短大

進学率 

- 24.1％ 29.0％ - 42.6％ 52.4％ 

府立高校生の中退率 - 5.2％ 4.3％ - 2.3％  1.6％ 

 

                                                   
10 各項目の比較対象としての「全体」については、ｐ３参照。 
11 制度の変更がなされていることから、数値の増減について単純比較は困難である。 
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  ② 対象地域の課題の現れ方は地域類型により一律ではない 

    「国勢調査を活用した実態把握」において、対象地域における生活課題の状況が

住宅エリアや商工業エリアなどの地域の状況によって異なるのかどうかについて把

握するために、対象地域を都市計画法上の区域区分・用途地域別に、表２－１のと

おり 9つに類型化した。 

     

 

表２－１ 地域類型一覧及び対象地域の人口規模 

地 域 類 型 人口規模 特  徴 

市街化区域  市街化を図るため用途地域を指定。 

 第一種・第二種 

低層住居専用地域 

207 人 

 

低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため

の地域。 

（例）「一戸建ての並ぶ閑静な住宅街」 

第一種・第二種 

中高層住居専用地域 

20,690 人 

 

中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するた

めの地域。 

（例）「中高層マンションや店舗が立ち並んでいる

住宅地」 

第一種・第二種住居地域 33,935 人 住居の環境を保護するための地域。 

（例）「一戸建て住宅と中高層マンション、大きな

店舗やホテルなどが混在」 

準住居地域 232 人 道路の沿道としての地域の特性にふさわしい業務

の利便の増進を図りつつ、これと調和した住居の

環境を保護するための地域。 

（例）「大型スーパーや営業用倉庫などと住宅が調

和して存在」 

近隣商業地域 1,557 人 近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行う

ことを主たる内容とする商業等の利便を増進する

ための地域。 

（例）「住宅地に近接した商店街」 

商業地域 7,563 人 主として商業等の利便を増進するための地域。 

（例）「繁華街」 

準工業地域 12,194 人 主として環境の悪化をもたらすおそれのない工業

の利便を増進するための地域。 

（例）「あらゆる種類の建物が混在」 

工業地域 1,552 人 主として工業の利便を増進するための地域。 

（例）「工業専用地域と比して住宅や店舗などが存

在する工業地帯」 

市街化調整区域 1,481 人 

 

市街化を抑制すべき区域。 

合計 79,411 人  
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対象地域を類型化して、それぞれの項目を見てみると「第一種・第二種中高層住居

専用地域」、「第一種・第二種住居地域」及び「準工業地域」については、対象地域全

体の課題の傾向とほぼ同様の傾向となっているが、対象地域全体の傾向と大きく異な

る傾向を示す用途地域もあることがわかる。 

例として、表２－２にあるとおり、居住者の学歴構成では、「近隣商業地域」や「商

業地域」における大学・大学院卒業者の比率が、「第一種・第二種住居地域」、「準工

業地域」や「工業地域」に比べて２倍程度となっている。 

また、労働者の非正規雇用比率では、「工業地域」や「市街化調整区域」は、「第一

種・第二種中高層住居専用地域」や「第一種・第二種住居地域」よりも低く、大阪府

全域と比べても同等程度であることなどが挙げられる。 

このように、対象地域の中でも、地域類型により課題の現れ方は一律ではない。大

阪はまちの状況が地域によって、もともと多様であり、こうしたことが、課題の現れ

方に反映されていると言える。 

 

 

表２－２ 対象地域における課題 ≪国勢調査（H22）による≫ 

地 域 類 型 大学・大学院卒業者比率 非正規雇用比率 

男性 女性 男性 女性 

市街化区域     

 第一種・第二種 

低層住居専用地域 ※ 

44.7％ 23.5％ 26.5％ 58.4％ 

第一種・第二種 

中高層住居専用地域 

14.2％ 5.6％ 23.5％ 56.2％ 

第一種・第二種住居地域 

 

11.2％ 4.4％ 19.6％ 54.3％ 

準住居地域 ※ 

 

5.5％ 3.3％ 18.5％ 48.5％ 

近隣商業地域 

 

21.6％ 9.0％ 20.3％ 44.0％ 

商業地域 

 

22.9％ 8.9％ 25.0％ 49.6％ 

準工業地域 

 

11.0％ 4.4％ 23.3％ 48.0％ 

工業地域 

 

11.6％ 4.0％ 15.5％ 48.2％ 

市街化調整区域 

 

17.6％ 4.9％ 14.6％ 47.4％ 

対象地域計 13.3％ 5.2％ 21.4％ 52.9％ 

大阪府全域 31.1％ 13.1％ 15.5％ 49.1％ 

※ 「第一種・第二種低層住居専用地域」及び「準住居地域」は人口規模が小さいため、数値

は参考として記載。 

 

 



11 

  ③ 対象地域間で課題の状況にはばらつきがある 

    「国勢調査を活用した実態把握」において「基準該当地域」の考え方を導入する

に当たって、高等教育修了者比率や完全失業率など、表３－１に示す６つの指標を

抽出基準として設定している。 

 

表３－１ 「基準該当地域」抽出基準 

≪国勢調査を活用した実態把握報告書【第一次】から抜粋≫ 

分 野 指 標※ 定 義 

世帯類型 

高齢単身世帯比率≧α 
65 歳以上の者一人のみの一般世帯
員数/一般世帯員数 

母子世帯比率≧α 
未婚、死別又は離別の女親と、20 歳
未満の未婚の子どものみからなる世
帯員数/一般世帯員数 

教育 

高等教育修了者比率≦α 
最終学校が大学・大学院及び短大・
高専である者の数/卒業者の数 

初等教育修了者比率≧α 
最終学校が小学・中学校である者の
数/卒業者の数 

労働 

完全失業率≧α 
仕事を探していた者（完全失業者）
の数/労働力人口 

非正規労働者比率≧α 
労働者派遣事業所の派遣社員の数＋
パート・アルバイト・その他の数/就
業者の数 

※αは、対象地域の平均値 

 

この抽出基準を対象地域自身にあてはめた場合、表３－２にあるとおり、指標が６

つとも該当する地域の人口規模が対象地域全体の 10.3％、５つ該当する地域が 18.1％
12を占める一方で、まったく該当しない地域が 19.0％13、1つだけ該当する地域が 21.0％
14を占めており、対象地域の間でも、課題の状況や課題につながる要素には、ばらつき

がある。 

 

表３－２ 指標該当数別人口分布（対象地域） 

≪国勢調査を活用した実態把握報告書【第一次】から抜粋≫ 

    

                                                   
12 指標数５の累積 28.4％－指標数６の累積 10.3％から算出。 
13 指標数０の累積 100％－指標数１の累積 81.0％から算出。 
14 指標数 1の累積 81.0％－指標数２の累積 60.0％から算出。 

100.0 

81.0 

60.0 
49.4 

38.1 
28.4 

10.3 
0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

0 1 2 3 4 5 6 7 

累積％ 

指標数 
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対象地域と同様の課題の集中が、対象地域以外にも見られる。 

 

 

①対象地域以外で見られる課題の集中 

   国勢調査を活用した実態把握においては、対象地域と同様の生活実態面の課題の集

中が対象地域以外にも見られるのかどうかを検証するため、ｐ11 の表３－１にある６

つの指標を抽出基準に用いて、いずれか３つ以上の指標に該当する地域を抽出し、合

計したものを「基準該当地域」として15対象地域と比較した。 

   その結果を見ると、表４にあるとおり、対象地域の人口規模が約８万人であるのに

対して、基準該当地域では人口規模が約 41 万人となっている。 

このことから、対象地域と同様の課題の集中が、対象地域以外にも見られることが

確認できる。 

 

表４「対象地域」及び「基準該当地域」の人口≪国勢調査（H22）による≫ 

 大阪府全域 対象地域 基準該当地域 

人口 合計 8,865,245 人  79,411 人  415,453 人  

 男性 4,285,566 人  38,917 人  203,461 人  

女性 4,579,679 人  40,494 人  211,992 人  

世帯数  3,832,386 世帯 39,418 世帯 204,632 世帯 

 

    

②考えられる背景 

   実態把握の結果をみると、表５にあるとおり、対象地域において「公営の借家16」に

居住する世帯の割合が 40.7％、基準該当地域においては 45.5％を占めており、大阪府

全域において「公営の借家」に居住する人の割合 6.3％と比較して、６～７倍の構成

比となっていることが確認できた。 

   公営住宅や改良住宅は、対象地域をはじめとした多くの地域における生活環境の改

善に寄与するとともに、住宅に困窮する低額所得者のセーフティネットとしての役割17

を果たしている。 

   ただ、制度上、公営住宅の入居者は、収入額に制限があり、収入超過者18又は高額所

得者19と認定された場合、住宅を明渡すことを求められる。また、新たに入居する人も

                                                   
15 「基準該当地域」は、課題の集中が対象地域だけに現れているかを検証するための調査上の手法とし

て導入したものであり、特定の地域を指し示すものではない。 
16 「公営の借家」には、公営住宅と改良住宅（住宅地区改良法に基づく住宅地区改良事業等により建設

された住宅）が含まれる。 
17 公営住宅法第１条「この法律は、国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足り

る住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、又は転貸すること

により、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とする。」 
18 公営住宅法第 28 条第 1項 「公営住宅の入居者は、当該公営住宅に引き続き三年以上入居している

場合において政令で定める基準を超える収入のあるときは、当該公営住宅を明け渡すように努めなけ

ればならない。」 
19 公営住宅法第 29 条第 1項 「事業主体は、公営住宅の入居者が当該公営住宅に引き続き五年以上入

居している場合において最近二年間引き続き政令で定める基準を超える高額の収入のあるときは、そ

の者に対し、期限を定めて、当該公営住宅の明渡しを請求することができる。」 
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低額所得者である。このため、公営住宅や改良住宅が多く整備されている地域におい

ては、結果として、生活実態面の課題を有する人が多く居住することとなり、このこ

とが、課題の集中が見られる背景のひとつと考えられる。 

 

 

表５ 住宅所有形態別世帯数構成比≪国勢調査（H22）による≫ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

54.4% 

28.0% 

22.1% 

6.3% 

40.7% 

45.5% 

3.5% 

0.1% 

5.5% 

31.7% 

28.4% 

25.3% 

2.0% 

0.7% 

0.5% 

1.0% 

0.9% 

0.8% 

0.8% 

0.9% 

0.2% 

0.2% 

0.3% 

0.2% 

大阪府全域 

対象地域 

基準該当地域 

持ち家 公営の借家 都市機構・公社の借家 

民営の借家 給与住宅 間借り 

会社等の独身寮・寄宿舎 その他 ※不明は除く 

n=199,009 

n=3,823,279 

n=39,333 
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対象地域で見られる課題は、必ずしも全てが部落差別の結果と捉えることはできない。 

 

 

①対象地域の人口の流動化 

   平成 12 年調査において対象地域の居住者の出生地について調査しており、表６－１

にあるとおり、平成12年当時で対象地域の出身でない来住者が36.7％を占めていた。 

 

表６－１ 世帯員構成比≪H12 年調査による≫          

単位 

対象 
地域の
人口 

回答 
総数 

出生地
が現住
地区 

出生地が現住地区以外 未回答 

別の対
象地域 

対象地
域以外 

不明 未回答 

人 95,468 7,805 3,675 668 2,866 562 17 17 

％ 100 47.１ 8.6 36.7 7.2 0.2 0.2 

    

 

   また、国勢調査を活用した実態把握でまとめた対象地域の現住地居住期間別の世帯

員数を見ると、表６－２にあるとおり、現住地の居住期間が 10 年未満の住民が約

25,000 人、対象地域人口の 32.0％となっている。 

   これには同一対象地域内で転居した場合も含んでいるが、この 10 年間に対象地域外

から移動してきた人が多いと考えることができる。 

   一方で、こうした対象地域外からの移動を含めた対象地域の人口は、平成 22 年に

79,411 人となっており、平成 12 年の 95,468 人から約 16,000 人減少している。この

減少には自然減も含まれているが、この 10 年間で対象地域の人口がかなり流出したと

考えることができる。 

 

表６－２ 現住地居住期間別世帯員数≪国勢調査（H22）による≫ 

 
単位 

人口 10 年 
未満 

10 ～ 20
年未満 

20 年 
以上 

出生時 
から 

不明 

対象 

地域 

人 79,411 25,413 12,159 22,020 6,825 12,994 

％ 100.0 32.0 15.3 27.7 8.6 16.4 

大阪府

全域※ 

人 8,865,245 3,392,161 1,517,298 2,285,395 777,842 892,549 

％ 100.0 38.3 17.1 25.8 8.8 10.1 

  ※参考：大阪府全域の H12 時点の出生時からの現住地居住者の割合は 11.2％ 

 

 

さらに、平成 12 年調査では「出生地が現住地区」としている人の割合が 47.1％で

あるのに対し、国勢調査を活用した実態把握では、対象地域で出生時から現住地に居

住している人の割合は 8.6％となっており、大阪府全域の 8.8％とほぼ同じである。 
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平成 12 年調査と実態把握では調査方法が異なるため20厳密な比較は困難であるが、

対象地域で人口が減少していることを踏まえると、対象地域で出生時から居住してい

る人は大幅に減少していると考えられる。 

 

これらのことを踏まえると、対象地域の人口の流動化がかなり進んでいると考えら

れる。 

 

 

②対象地域の住民の意識 

   専門委員の意見によると、対象地域に住んでいることを知っていても、同和問題に

関係がないと思っている人もいれば、そもそも住んでいるところが対象地域であると

いうことを知らない人もいる。 

   なお、特別対策が実施されていた時期に行われた平成 12 年調査においても、表７に

あるとおり、調査対象者の 38.1％が「自分は対象地域出身者であるとは思わない」と

回答していた。 

 

表７ 意識別世帯員構成比≪H12 年調査による≫ 

調査者数 

 

自分が対象地域出

身者だと思う 

自分が対象地域出

身者だと思わない 

わからない 不明 

7,805 人 49.7％ 38.1％ 11.5％ 0.7％ 

 

 

③実態把握の限界 

専門委員の意見によると、歴史的経緯を考慮すれば、対象地域に見られる生活実態

面の課題には、部落差別から何らかの影響を受けているものもあると考えられるが、

実際に影響があるのか、あるとすればその影響が具体的にどのようなもので、どの程

度のものかということは、この実態把握ではわからない。 

 

 

このように、部落差別の影響の有無や程度などはわからないものの、上記の対象地

域の人口の流動化や、住民の意識の状況を踏まえると、対象地域に見られる生活実態

面の課題は、必ずしも全てが部落差別の結果と捉えることはできないものと考えられ

る。 

 

                                                   
20 平成 12年調査は抽出調査であり、出生地が現住の対象地域か否かを聞いているが、実態把握は悉皆

調査である国勢調査に基づいており、現住地の居住期間から推定している。 
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◆参考：対象地域における部落差別の影響の把握について 

 

対象地域に見られる生活実態面の課題に対する部落差別の影響を把握するに

は、対象地域の住民を対象として調査対象者を抽出し、それらの対象者に対して

調査の趣旨及び居住地が対象地域であることを明示した上で、対象地域出身者で

あることの自己認識、被差別体験の有無及び生活実態面の課題と被差別体験の関

連を聴く必要がある。 

 

しかしながら、対象地域の所在地名は大阪府個人情報保護条例において、社会

的差別の原因となるおそれのある個人情報として取り扱われており、原則として

収集禁止とされているほか、個人情報の外部への提供が原則として禁止されてい

る（※）。 

特別対策としての同和対策事業が終了した現在においては、調査対象者に対し

て、居住地が対象地域であることを教示し、対象地域出身者であるか否か、差別

体験があるか否か等のセンシティブな情報を収集する調査を実施することは困

難である。 

 

また、大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例では、興信所、

探偵社業者及び土地調査等を行う者に対して対象地域に関する調査・報告を規制

している21。 

大阪府は本条例の規制対象ではないが、特別対策としての同和対策事業が終了

した現在において、条例により差別防止の観点から規制している行為（対象地域

の調査・報告等）を、規制当局である大阪府が行うことは不適切である。 

 

※ 大阪府個人情報保護条例（抜粋） 

 

 

 

 

 

                                                   
21 大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例第 5、第 7及び第 12条。 

【第７条第５項】 

 実施機関は、次に掲げる個人情報（中略）を収集してはならない。ただし、（中略）審議

会の意見を聴いた上で、個人情報取扱事務の目的を達成するために当該個人情報が必要で

あり、かつ、欠くことができないと実施機関が認めるときは、この限りでない。 

一 （略） 

二 社会的差別の原因となるおそれのある個人情報 

【第８条】 

 実施機関は、個人情報取扱事務の目的以外に個人情報（中略）を、当該実施機関内にお

いて利用し、又は当該実施機関以外のものに提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、個人

情報取扱事務の目的以外に個人情報を当該実施機関内において利用し、又は当該実施機関

以外のものに提供することができる。ただし、（中略）本人又は第三者の権利利益を不当に

侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

一～八  (略) 

九 前各号に掲げる場合のほか、審議会の意見を聴いた上で、公益上の必要その他相当な

理由があると実施機関が認めるとき。 
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４．実態把握に関連した専門委員からの主な意見 

 

 意見聴取においては、既に記述した以外にも、専門委員から実態把握、部落差別等

に関連して様々な意見があった。概要は次のとおりである。 

 

(1)実態把握に関する主な意見 

   

・ 対象地域に見られる生活実態面の課題への部落差別の影響を把握しようとする

のであれば、対象地域の住民に対して、被差別体験の有無や転出入の理由等を聞

き取るような調査が必要と考える。 

・ 部落差別意識と差別的言動の問題は残っており、生活実態面の課題に関しても、

これらの影響がなくなったとまでは言い切れない。それを解明するには、行政が

行うのは難しいかもしれないが、詳しい調査が必要だと思う。 

・ 差別をなくす目的があるとはいえ、対象地域を特定した調査をするということは、

対象地域であることを知らない人にも対象地域であることを教示することにな

り、かえって差別を引き起こすおそれがある。 

・ 特別対策が終了した今、行政が対象地域の住民を特定して調査することは難しい

だろう。 

・ 行政としては、生活、教育、健康の確保といったレベルの実態把握ができていれ

ば十分ではないか。 

・ この実態把握では平成 12 年調査にあったような部落差別と課題の因果関係につ

いてのデータが収集できないため、対象地域に見られる課題と部落差別との因果

関係の有無について言及することはできない。 

 

 

(2)生活実態面の課題に対する大阪府の施策に関する主な意見 

  

・ 生活実態面の課題に関しては、対象地域以外にも課題の集中が見られることから、

対象地域も含めて広く対策することが必要と考える。 

・ 同和問題に限って格差是正策や貧困対策をするというのではなく、全ての人を 

カバーする施策を行うことが基本で、その上で特に状況が厳しいところに手厚い

対策が必要と考える。 

・ 生活困窮者の多い地域においては、ＮＰＯ等が主体となった、住民と行政をつな

ぐ地域拠点があった方がいい。 

・ 大阪府全域と対象地域の状況を比較すると、若い世代において格差がかなり残っ

ているということは重要なポイントである。 
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(3)部落差別に関する主な意見 

 

・ 対象地域の人の生活史に関する調査をすると、日常的にそれほど差別は受けてい

ない人や、居住地が対象地域であることを知らない人も多い。 

・ 部落差別の原因は江戸時代の身分差別にあるという見解で同和対策事業が行わ

れてきたが、今になって、部落差別の原因を中世にさかのぼる人や、近代になっ

て出てきたというようにみる人もいて、同和問題が生み出される原因の解明がま

だなされていないと考える。 

・ 近代以降、都市部の部落では流動化が激しくなっており、昔ながらの仕事、血筋

（身分）、地域が一体となった部落差別は現在では存在しない。しかし、部落差

別とマイノリティや貧困などの問題とが混じり合っており、それによって地域が

社会的排除の対象とされていることが「部落問題」であると考える。その意味か

らすると、「対象地域の課題は必ずしも全てが部落差別の結果と捉えられない」

という表現は適切でないと思う。 

・ 基準該当地域のような、対象地域と同様に生活上の困難を抱えている地域は昔か

ら存在していた。また、当時から、対象地域の課題の中には、部落差別によるも

のと、他の地域とも共通する貧困等の課題が混在していた。したがって、平成

13 年答申の「これまでの同和地区のさまざまな課題は同和地区固有の課題であ

った」という認識は妥当性を欠いていたと考える。 

・ 大阪では、被差別部落の産業が比較的残っている印象がある。被差別部落の産業

があると、生活の安定という点ではいいが、そこが部落だという周囲の視線は残

りやすい。 

 

 

(4)対象地域における人口流動化に関する主な意見 

    

・ 改良住宅や公営住宅の整備により、対象地域の環境改善が進んだことは良かった

が、いろいろな階層や年齢層の人が定住できず、結果的に対象地域に低額所得者

が集住するようになってしまっている。 

・ 現住地居住期間 10 年未満の住民の割合を対象地域と大阪府全域で比べると、対

象地域の割合が低くなっており、最近 10 年間で、大阪府全域に比べて対象地域

に移動してきた住民の割合が低いと考えられる。また、対象地域の人口も減少し

ていることから、今回の実態把握から指摘できることは、人口の流出入というよ

りも、対象地域外への人口の流出だと思う。 

・ 対象地域の公営住宅でも、駅に近いなど利便性の高いところは外部から人が入っ

てきているが、利便性の低いところはあまり人が入ってきていない。公営住宅も

一括りにすることはできない。 

・ 改良住宅は、公営住宅と異なり、制度上、本来は住民が永続的に入居可能なもの

として整備されたが、後に改良住宅にも導入された公営住宅と同様の家賃体系が、

所得水準の上昇した住民の流出を促したと言える。 

 


